
FTとの共催による日本市場の
プロモーション・イベントの模様について

2021年２月

「2021年以降の国際金融センターのあり方」

- パンデミック後、日本は競争力をどのように確保するか -

資料３



１．FTとの共催による日本市場のプロモーション・イベント等の
経緯及び概要
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 本協会では2008年から、日本への投資、海外証券会社・金融機関の日本市場への進出等を促進することを主な目的として、

「日本証券サミット」の開催等、日本市場の海外向けPRのための活動を実施している。

 本年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、日本証券サミットの実地開催に代え、 フィナンシャル・タイムズ

（FT）との共催のオンライン・イベントを開催、また、FTに同イベントの採録記事を掲載することにより、幅広い海外市場関係

者へ日本市場のプロモーションを実施。イベント等の概要は以下のとおり。

2021年2月9日、海外市場関係者向けにFTとの共催で日本市場のプロモーションのオンラインイベントを開催。

同年3月23日、同イベントの採録記事をFT紙面に掲載する予定。経緯及び概要は以下の通り。

１．イベント等の開催の経緯

２．イベント等の概要

日程

イベント開催日 ：2021年2月9日（火）日本時間23時

（NY 9時／ロンドン 14時／香港・シンガポール 22時）

採録記事掲載日 ：2021年3月23日（火）（予定）

イベントの名称

「2021年以降の国際金融センターのあり方-パンデミック後、日本は競争力をどのように確保するか」

「Shaping Global Financial Centres for 2021 and Beyond 

- How can Japan ensure it is competitive, post-pandemic? - 」

主催者
FT及び日本証券業協会の共催

※国際資本市場協会（ICMA)がマーケティングパートナーとして協力

主な対象 海外の市場関係者（特に米欧の投資家や資産運用業者）
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イベントのプログラム

パネル・ディスカッション
の主なテーマ

• トップの金融センターの強みとは何か。この点、日本市場の強みは。

• 感染症によって世界の証券市場はどう変わったか。また、昨今のアジア及び世界の政治・経済情勢も踏ま

え、最も伸びた国際金融ハブはどこか。この点、日本市場はどうか。

• 国際金融ハブの競争力強化に最も効果的で革新的な施策は何か。この点、日本市場はどのような対応

を図っているか。

• 感染症の終息の可能性を視野に入れた場合、2021年以降の国際金融・企業の投資先はどこになるか。

主要な投資・ビジネス等の場として今後の日本の見通しはどうか、等

イベントの
後日視聴方法

FTのイベントウェブサイト（https://shapingfincentres.live.ft.com/）への登録により、アーカイブ動画の視聴

が可能。

日本時間 プログラム

23:00～05
歓迎・開会の挨拶:

日本証券業協会 会長 鈴木 茂晴

23:05～55

パネル・ディスカッション: 

「2021年以降の国際金融センターのあり方

-パンデミック後、日本は競争力をどのように確保するか」

モデレーター：フィナンシャル・タイムズ 編集委員 ジリアン・テット 氏

パネリスト ：金融庁長官 氷見野 良三 氏

Z/Yenグループ 会長 マイケル・マイネッリ 氏

フィデリティ・インターナショナル代表取締役社長 デレック・ヤング 氏

１．FTとの共催による日本市場のプロモーション・イベント等の
経緯及び概要

視聴者数 677名（登録者ベース）

https://shapingfincentres.live.ft.com/
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2. FTとの共催による日本市場のプロモーション・イベント
における主な発言

１．歓迎・開会の挨拶の概要

２．パネル・ディスカッションの主なポイント（モデレーター：フィナンシャル・タイムズ テット編集委員）

（日本証券業協会 鈴木会長）
• 本日のイベントでは、国際金融センターが有すべき強みは何か、コロナ後の日本経済は競争力をどのように確

保するかなどについて議論いただく。本イベントが、国際金融センターとしての日本市場、また、その更なる可
能性を再発見いただく機会となることを祈念している。

• Z/Yenグループ マイネッリ会長より、日本の金融センターとしてのポテンシャルの高さと改善の余地がある
分野について発言があった。

• 金融庁氷見野長官より、これらの改善の余地がある分野について日本政府は既に取組みを開始して
いる事実、その取り組みの内容及び将来の展望について発言があった。

• フィデリティ・インターナショナル ヤング代表取締役社長より、上述の日本政府の取り組みやコロナ禍に
おける強制的なデジタル化の促進を背景とした日本における確かな変化について発言があった。
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【参考】当日の様子


